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独禁法の概要 （基本解説セミナー資料） 

 

独禁法の概要 

ハードコアカルテル（基本解説セミナー資料）] 

 

 用語の整理 

  競争法 

   独禁法に相当する法の国際的通称 

    1990 年頃までの国際的通称「反トラスト法」 

  独禁法 

   日本の法律の略称 

  経済法 

   （もとはドイツの法分野の名称だが今は） 

   大学の科目名、司法試験・予備試験の科目名 

 独禁法違反行為の 4類型 

 

 

 



2 

 

   

  競争停止 

   ハードコアと非ハードコア 

   価格と非価格 

  他者排除 

  搾取 

   「優越的地位濫用」 

  企業結合 

 違反要件 

  行為要件 

   各行為類型ごとに異なる 

  弊害要件 

   共通 

    ハードコアカルテルでは多くの場合は満たすと考えられあまり議論されない。 

  因果関係 

 法執行（エンフォースメント）＋政策発信（アドボカシー） 

  平時 

   ガイドライン 

   実態調査報告書 
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   事前相談 

  中間的個別事例処理 

   労務費等の転嫁に関係した調査・社名公表 

  被疑事件 

   注意・警告・確約認定 

   排除措置命令 

   課徴金納付命令 

    ハードコアカルテル 

    優越的地位濫用（ ） 

    他者排除（ ） 

   刑罰 

  企業結合審査 

   企業結合の回に。 

  民事裁判 

   損害賠償請求（民法 709 条、独禁法 25条） 

   差止請求（独禁法 24条） 

   契約条項や解約行為などが公序違反で無効（民法 90 条） 

 「最近の改正」「過去の主な改正」を一言でいうと、 

  法執行に関することは様々に改正 

  違反要件の改正はほとんどない 

   特別立法の新設・強化は、このところ多い 

 事例を探す 

  [審決等データベース] 

  jcomp（今ご覧になっているもの） 

   最上部の検索窓 

   [独禁法事例リスト] 

  独禁法の一次資料の調べ方 9:58 

   [YouTube https://youtu.be/a6FeBeK6iK8] 

   その後、審決等データベースのデザインが新しくなっているが実質の変更はなし。 
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2026-04 [公正取引協会セミナー] 

 [独禁法の概要 （基本解説セミナー資料）] 

 ハードコアカルテル 

 ハードコアカルテルとは 

  水平的合意による競争停止のうち、 

   価格に関するもの 

   価格に明確に影響するもの 

   （入札談合は上記どちらかに入る） 

  課徴金対象ともなる 

   言い換えれば、業務提携などの非ハードコアカルテルは違反でも課徴金対象となら

ない（隠れ蓑を除く） 

  確約制度は使わないことになっている 

  一定割合で刑罰があり得る 

 2条 6 項 

この法律において「不当な取引制限」とは、事業者が、契約、協定その他何らの名

義をもつてするかを問わず、他の事業者と共同して対価を決定し、維持し、若しくは

引き上げ、又は数量、技術、製品、設備若しくは取引の相手方を制限する等相互にそ

の事業活動を拘束し、又は遂行することにより、公共の利益に反して、一定の取引分

野における競争を実質的に制限することをいう。 

  独禁法の基本条文（動画） 

  https://gyazo.com/80ef83f40e687d453b66c554b33cb1b0 

 独禁法の違反要件（復習） 

  行為要件 

  弊害要件 

  因果関係 

 ハードコアカルテルの違反要件論（特徴） 

  行為要件の成否が焦点 

  弊害要件・因果関係は、ほぼ自動的に、満たすとされる 

 ハードコアカルテルの行為要件 

  「意思の連絡」（「合意」） 

   シャッター東京高判 
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   意思の連絡の立証構造図 

 

 ハードコアカルテルの課徴金 

  基本的には、「実行期間の当該商品又は役務の売上額の 10%」 

   令和元年改正で「当該商品又は役務の売上額」以外が種々追加されたが省略 

   「実行期間」（＝課徴金対象期間） 

    改正前：最高で違反行為終了から遡り 3年 

    改正後：最高で違反行為終了から遡り 10年 

     それだけ長く違反行為をしていることが前提 

 ハードコアカルテルの刑罰 

  一定割合が刑事事件となる 

   自然人従業者：執行猶予付き懲役刑（拘禁刑） 

   法人：罰金 

 最近の事例 

  東京五輪の争点 

   テストイベントだけでなく本大会も含むか 

   ハブ＆スポーク 
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日本港運協会 東京高裁判決 

 

 時系列 

  平成 30年 2 月 [人材と競争政策に関する検討会報告書] 

  平成 31年 2 月 本件行為（労働組合からの団体交渉の求めに応じない行為） 

  令和 5 年 12 月 20 日 中央労働委員会の命令 

   労組法 7 条 2号の不当労働行為に該当する旨 

（不当労働行為） 

第七条 使用者は、次の各号に掲げる行為をしてはならない。 

一 （略） 

二 使用者が雇用する労働者の代表者と団体交渉をすることを正当な理由がなくて

拒むこと。 

三・四 （略） 

   （労組法 27 条以下に手続規定） 

  令和 7 年 9月 16 日 東京地裁判決 

  令和 8 年 3月 12 日 東京高裁判決 

 本件の事案・判決を離れて一般的に。 

  人材と競争政策に関する検討会報告書 12頁の図 

   

 

  事前ご質問 

   コンビニ加盟店の団体による本部との交渉 
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    水色の丸が労働者でない（とされる者である）という事例 

  複数事業者が意思の連絡をして労働組合との団体交渉をした場合、独禁法違反となる

ことがあり得るか。 

   黄緑の四角の側が共同行為をする事例 

   労組法 14条 

（労働協約の効力の発生） 

第十四条 労働組合と使用者又はその団体との間の労働条件その他に関する労

働協約は、書面に作成し、両当事者が署名し、又は記名押印することによつ

てその効力を生ずる。 

   独禁法以外の法律に「できる」旨の一般的・抽象的な規定があるからといって、それ

に従う行為は必ず独禁法違反なしとなるか。 

    例 取引の一方当事者が合計市場シェア 100%の複数事業者の共同体である場合 

   （参考）独禁法の適用除外規定の例 

    独禁法 22 条 

第二十二条 この法律の規定は、次の各号に掲げる要件を備え、かつ、法律の規

定に基づいて設立された組合（組合の連合会を含む。）の行為には、これを

適用しない。ただし、不公正な取引方法を用いる場合又は一定の取引分野に

おける競争を実質的に制限することにより不当に対価を引き上げることと

なる場合は、この限りでない。 

一〜四 （略） 

  労働組合側が必ず独禁法違反なしとなるかのように言われている背景には、憲法 28条

などを基盤とする強い政策的要請があるからであると考えられる。使用者の側にも同

じことを言えるか。 

    日本国憲法 28 条 

第二十八条 勤労者の団結する権利及び団体交渉その他の団体行動をする権利

は、これを保障する。 

 

 平成 31 年 2月当時に、日本港運協会側が独禁法違反なしと自ら判断できる状況にあった

か 

  人材と競争政策に関する検討会報告書] 

   公取委も政策発信に活用。 

   目次 

    「第 5」で、使用者側のカルテルが独禁法違反となる可能性を強調。 
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    （目次の続きは略） 
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   「第 3」で、労働組合だけでなく使用者も違反なしと述べたかに見えるが、例外の可

能性を認めている（9〜10 頁）。 
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   「第 4」・「第 5」で、使用者側の独禁法違反の可能性を強調。 

    「「第 3」で違反なしとなる場合」を除く旨の記載があるが（15 頁注 38）、「第

3」で例外を認めている。 
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   報告書を特集した公正取引 811 号（平成 30年 5月）やジュリスト 1523 号（平成 30

年 9月）にも、使用者側を独禁法違反なしとする旨の記載はみられない。 

  平成 31 年 2 月（本件生起後）の荒木尚志あっせん員の説明は、上記（「第 3」＋15 頁

注 38）を説明したもの。 

 

 本件に関するメモ 

  土田和博意見書（訴訟では乙 A90 号証）10 頁 

次に、団体交渉の対象となる港湾労働者が全国の港湾労働者に占める割合は約 44

パーセントとされており［脚注番号省略］、港湾労働者の賃金について協議、合意す

る事業者の、上記の一定の取引分野における合算シェアも最大で約 44 パーセントと

考えられる。…… 

  国の控訴答弁書 20 頁 

白石意見書②が、原判決が白石意見書①について「港湾運送事業に従事する全常用

労働者のうち、被告補助参加人らの組合員は約 44パーセント程度にすぎない点には

触れられておらず」（原判決 30 頁）と判示したことを批判する部分（同意見書 8頁）

についても、土田意見書（乙 A90）がマーケットシェアに言及した趣旨を十分斟酌し

ない批判であるように思われる。 

  時系列 

   令和 4年 4 月 6 日 日本港運協会側が提出した意見書（3 名） 

   令和 4年 6 月 17日 土田和博意見書 

   令和 5年 12月 20日 中央労働委員会の命令 

   令和 7年 2 月 10日 令和 4年 4 月 6 日の意見書とほぼ同じメンバー（2名）による

意見書 

   令和 7年 2月 14日 公正取引委員会事務総局経済取引局取引部長による裁判所への

回答 

   令和 7年 4 月 10日 白石第 1 意見書 

   令和 7年 9 月 16日 東京地裁判決 

   令和 7年 11月 10日 白石第 2意見書 

   令和 8年 1 月 26日 国の控訴答弁書 

   令和 8年 1 月 27日 口頭弁論期日（判決書 1 頁）（1 回のみ） 

   令和 8年 3 月 12日 東京高裁判決 

  東京高裁判決は、約 44%に関する上記の東京地裁判決の判示部分を差し替えた（判決

書 7〜8頁）。 

  東京地裁判決は、「原告の会員事業者は、港湾事業者のほぼ 100 パーセントを占めてい

る。」と認定し（判決書 21 頁）、東京高裁判決もその点をそのまま引用している（判決

書 7頁）。 
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 東京高裁判決について 

  判決書 10〜11頁 

……本件回答拒否の時点で、控訴人が産別最低賃金について本件団交申入れに対す

る統一回答をすること及び本件準備行為が独禁法に違反すると判断される具体的な

おそれがあったか、又は控訴人がそのように考えることに合理的な理由があったか

を検討すべきであり、 

   それを否定する結論の理由として、 

    検討会報告書の内容理解 

    白石意見書は本件回答拒否の時点では存在しなかったこと 

    国交省からの指摘について 

    「平成 30年 2 月［ママ：平成 31年 2 月と思われる（白石）］までに公取委による

調査等や資料提供依頼等がなかったこと」 

    旧労組法の制定過程は本件には関係がない（と裁判所が考える）こと 

  特徴 

   「本件回答拒否の時点で」と述べることで、時点を限定するだけでなく、（当時も可

能であったはずの）独禁法違反の成否に関する具体的議論は、しない、という暗黙の

考えを示しているように見える。 

    労組法関係であれば独禁法違反なしとなる、という抽象的レイヤーに終始とどま

り、 

    白石意見書の用途を、当時の意思決定は白石意見書を見て行われたのかという、あ

り得ない用途に限定することで、意味を持たない旨を判示し、 

    公取委から調査の予兆が示されていないことを根拠として、当時は摘発のおそれ

はなかった旨を判示 

 

 公正取引委員会事務総局経済取引局取引部長による裁判所への回答 

 一般に、労働法制により規律されている分野については、独占禁止法上の問題とはな

らないとされております。①〜⑤の行為については、労働組合と使用者側の団体との間

における労働協約に係るものであることから、独占禁止法上の問題とはならず、B 類型

に該当すると考えられます。この考え方については、平成 31 年 2月 19 日時点及び現時

点においても、変更はありません。 

  「①〜⑤の行為」は、東京地裁判決の判決書 22頁の「①〜⑤の行為」と同じ（裁判所

照会事項 5 頁） 

  「B 類型」は、「「当該行為それ自体では原則として独占禁止法違反とならないもの」」

（裁判所照会事項 6 頁） 

   裁判所照会事項は、①〜⑤の行為などは、「次の A類型又は B 類型のいずれに分類さ
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れますか。」として照会。 

    「A 類型」は、「「独占禁止法の適用対象となるもの」、「独占禁止法に抵触するも

の」、「独占禁止法の関係規定に原則として違反すると考えられるもの」、「独占禁止

法違反となるおそれがあるもの」、又は、「独占禁止法上問題となるもの」のいずれ

か」
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 白石教授からレジュメに基づき説明が行われた後、概要、以下のとおり議論が行われた。 

 

● 白石教授の意見書については、日本港運協会が団体交渉に応じなかった平成３１年２

月時点では存在していなかったことを理由として裁判所ではその意見が採用されなかっ

たが、裁判所からの照会に対する公正取引委員会からの回答についてはやはりその時点

では存在していなかったにもかかわらずその考え方が採用されており、おかしな感じが

する。 

また、公正取引委員会への照会については、差止請求の場合には法的根拠があるので分

かるが、その他の場合にも公正取引委員会は本件のように回答してくれるのだろうか。 

公正取引委員会の取引部への相談については、既に行われている行為については受け

付けてもらえないものと理解しているが、本件で取引部長名で回答していることについ

てどのように考えたらよいのか。 

  

〇 白石意見書は、平成３１年２月当時、独占禁止法に違反するとされる具体的なおそれが

あったか、日本港運協会がそのように考えることに合理的理由があったか、という、高裁

判決の判断対象そのものを、令和 7 年において論じたものであり、白石意見書は平成 31

年 2月には存在しなかったという論は、単なる詭弁である。 

  不公正な取引方法の差止訴訟であれば、独占禁止法第７９条第２項により裁判所は公

正取引委員会に対して意見を求めることができるとされているが、本件は不当労働行為

の命令の取消訴訟であるにもかかわらず、公正取引委員会から意見照会への回答がなさ

れているのは、何らかの考慮があったのかもしれない。取引部長が回答しているのは、取

引部長が回答するのがよいと思われたのかもしれない。 

 

● 高裁判決では、交渉に応じなかった時点までに公正取引委員会から調査や資料提出依

頼がなされていないことが公正取引委員会が問題視する具体的なおそれがなかった根拠

とされているが、公正取引委員会が報告書を公表したからといって審査局がすぐに動く

とは考えられない。また、労働者側が相談した相手が官房や取引部だった場合にも審査局

がすぐに動くとは考えられない。さらに、相談した相手が審査局の情報管理室であったと

しても審査局としてすぐに審査するとは考えられない。したがって、公正取引委員会が動

いていなかったから独占禁止法違反のおそれがなかったというのはナンセンスのように

思われる。 

 

〇 ご指摘のとおりである。別の言い方をすると、高裁の判断は、カルテルの立入検査につ

いては公正取引委員会に何らかの予兆がみられるという前提に立っており、そのこと自

体が、公正取引委員会の事件審査の実務に反しており、おかしいと思われる。 

 



16 

 

 

● 裁判所は、本件は労働問題であり独占禁止法の範疇に入らないというスタンスである

が、そもそも、被害者である労働組合側が使用者側に対して団体で交渉してくれといって

いるのであるから、仮に独占禁止法の範疇に入ったとしても使用者側の違法なカルテル

として独占禁止法違反とはなることはないのではないか。 

 

〇 確かに、損害保険会社の事案の際に公正取引委員会から示されたように（ただしそれは

令和６年のことである）、被害者側の同意があった場合には違法なカルテルとならないと

いう考え方が有り得る。ただ、本件では、川上市場での労働者の承諾はあるが、カルテル

による影響を受ける可能性がある川下市場での需要者の承諾がないといった議論もあり

得るだろう。 

 

● 川上市場についても、労働組合の組織率が４４％ということであれば、４４％の労働者

は承諾していても、影響を受ける可能性がある残りの５６％の労働者は承諾していない

のであり、やはり問題という可能性もあるのではないか。 

 

〇 川下市場だけでなく川上市場でも独占禁止法の問題が生じ得るというご指摘だと理解

した。 

 

● 弁護士の立場からすると、公正取引委員会の報告書では「原則として」とか「ただし」

という用語が用いられており、本当に違反とならないとは言い切れない感じである。 

本件は独占禁止法の枠外で判断されているが、黙示の適用除外となるかどうかという点

については、正当化理由があるかどうかということを考えればよいのか。 

正当化理由があるとして独占禁止法上違反となるかどうか判断するに当たり、当事者

のシェアも関係してくるのか。 

 

〇 正当化理由についても、固いものからそれほどでもないものまであり、ある程度、競争

への悪影響との関係に応じて考慮されることもあり得る。ただ、本件ではその議論の一歩

も二歩も手前で、労働問題であるからおよそ独占禁止法の問題にならない、という段階で

議論が終わっている。 

 

● 日本港運協会からは、公正取引委員会の元委員長の意見書が出たり、公正取引委員会の

元委員が代理人に入っていたりしているにもかかわらず、本件が独占禁止法の議論の手

前で終わっているというのは、日本港運協会には何か同情されない事情があったのでは

ないかと思ってしまう。 

また、平成２７年１２月の労働組合から公正取引委員会への相談の際の公正取引委員
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会の対応にしても、もっと柔軟な対応がとれなかったのか。 

 

〇 行為を行う側からの相談であればまだしも、行為の相手方である労働組合の側が相談

に来ても公正取引委員会としては文書での回答はできないという対応になってしまうの

であろう。 

 

● 国土交通省や公正取引委員会に関係する弁護士から独占禁止法に抵触するおそれがあ

る旨指摘されたいう点について、日本港運協会が弁護士の意見書を提出するなどもう少

し具体的に説明していればよかったのではないか。 

また、同協会として相談指導室に相談し、違反となる可能性があると回答してもらって

いれば、独占禁止法違反になるという合理的根拠となったのではないか。 

 

〇 国土交通省については、担当者の具体的な名前を出すことが問題になると考えたのか

もしれない。また、事業者や事業者団体として、公正取引委員会に接触することそれ自体

が怖いと思うことはあり得るかもしれない。 

 

● 本件は、独占禁止法と労働法が交錯するエキゾチックな分野の事例であると感じた。使

用者側が団体で交渉しても独占禁止法上問題ないという理窟が不明確であるが、使用者

側としては個別交渉では賃金が高くなり川下市場での競争力を失ってしまう可能性があ

るものの団体交渉であれば賃金引上げを受け入れやすくなるという事情があるかもしれ

ない。しかし、使用者側が団体で交渉することは川下市場での競争に影響を与えてしまう

かもしれず、独占禁止法を適用しないこととのバランスをどう考えたらよいか。知的財産

権の行使についてどのような場合には適用除外にならないかといった議論があるが、そ

れとのアナロジーで本件も考えられないか。 

 

〇 知的財産ガイドラインにおいても、競争への影響が大きい場合には適用除外とならな

いという考え方が示されており、本件においても、そのようなことは話題になり得た。し

かし、本件では、労働者側や国は知的財産とのアナロジーにならないように、労働問題は

別であるとの意見書を学者等に書いてもらったりすることにより、議論はそこまで行っ

ていない。 

 

● 令和６年に公表された日本自動車車体整備協同組合連合会の相談事例では、大規模事

業者が入っていないことが問題とならない理由として挙げられていたのではないか。 

 

〇 損害保険会社との交渉に当たり、協同組合に大規模事業者が加入していないことによ

り適用除外が認められやすくなるとされた事案である。本件は、使用者側のシェアは１０
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０％となっているので独占禁止法違反が認められやすいと日本港運協会は考えたかもし

れない。。 

 

 

● 労働者側のシェアが４４％であるという点については、川上市場での影響がなかった

としても、残りの５６％の労働者への影響や賃金のコストに占める割合等に応じて、川下

市場に影響を与える可能性があるのではないか。 

 

〇 シェアが４４％であっても、使用者側のコストに占める賃金の割合が大きいなどの事

情があれば川下市場に影響する可能性がある。コストの共通化割合が小さければ川下市

場への影響も小さいかもしれないが、平成２１年に排除措置命令の出されたフォワーダ

ーの燃料サーチャージのカルテル事件では、コストの１０％余りしか占めない部分のカ

ルテルでも問題とされていた。 

  

● シェアが４４％である点について触れている土田教授の意見書は、労働法律旬報（２０

２２年１１月号）に掲載されているが、川下市場での競争については考慮していない。 

 

〇 判決も川上市場のことしか考えていない。 


